
2026年度多文化共創ボランティアラーニング（VL)プログラム
オンライン学習会 第１回
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タイムスケジュール

① 多文化共創ボランティアラーニング（VL)プログラム

② 外国人住民の状況

③ 多文化共生の変化

④ 多文化共創の地域づくり

多文化共創とローカルフェアトレード 申 明直氏（熊本学園大学･教授）

Q＆A、ディスカッション

次回のこと

本資料は、
①〜④に関す
ることです。



①多文化共創VLプログラム

➢学生が社会で多様な人と出会い・交流し、課題を発見・解決に向けて社会実践活

動を行いながら、学生のグローバルシチズンシップ（自由な学びと社会への責務）

を育むプログラムです。

➢外国人住民が急増する地域社会で多様な人と共に学びの場を創造することで、

地域全体のウェルビーイングにつながることを期待します。



② 外国人住民の状況

A) 外国人住民数の急増

B) 国籍の多様化

C) 世代、ライフスタイル

の多様化

D) 居住地の広がり、

コミュニティ化



2026/4/14,16

在留外国人数：出入国在留管理庁
日本の総人口：総務省統計局
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日本の総人口減少： ５０万人

外国人住民の増加： ３０万人

日本人の減少 ： ８０万人

2023年 〜 2025年

日本の人口推移

熊本市が1年間で
消滅する速さ



1990年末

1,075,317人

2005年末

2,011,555人

2022年末

3,075,213人

2025年（６月）

3,956,619

外国人住民の推移（１００万人増の推移）

1959年末

674,315人

３０万人増加
30年

100万人増加
15年

100万人増加
17年

100万人増加
3年



外国人住民数の急増(熊本市の例)
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熊本県内自治体の外国人住民数の推移（2022年〜2024年）
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日本 2.9%
熊本県 1.6％
（2024年）



③多文化共生の変化

2006年

人口増加 （ピーク2008年）

➢少子・超高齢社会 へ

➢労働力が不足していく..

➢グローバル化が進んでいく..

国際交流、海外旅行 etc.

2020年

• 人口減 （止められない）

2019年以降
急激な変化..

➢新型コロナウイルス 世界的な
分断

➢ICTの発展（通訳・翻訳アプリ、AI）

➢自然災害の多発・巨大化
➢紛争→避難民発生

→ 外国人受入れ施策の変化



外国人受入れ施策の変化（2019年〜）

➢在留資格「特定技能」施行

➢「日本語教育推進法」

➢「外国人材受入れ・共生のための総合対応策」

➢「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」

➢「認定日本語教育機関」「高等学校での日本語指導の特別な教育課程」 ..

➢不法滞在者ゼロプラン

➢在留管理の厳格化

➢「育成就労制度」 2027年4月施行予定

人材不足分野に単純労働の外国人を初めて
受け入れた 在留資格 「特定技能」

2025年 参院選〜
「日本人ファースト」

事実に基づかない情報
「外国人犯罪の増加」
「ヘイトスピーチ」



④ 多文化共生の地域づくり 共に創る社会

➢強いて「外国人」視点を検討する理由：

⚫ 誰もが包摂され活躍できる共生社会の実現のため、外国人住民

の状況や背景、外国人住民と地域の双方の課題を整理すること

が重要である。

⚫ 外国人住民がキャリアアップし、就労・活躍できる支援が必要で

ある。（責任ある行動ができるように、日本語教育、キャリア教育、

地域を学ぶ教育）

⚫ 言葉や文化・習慣の違いから外国人住民への支援は、一般的な

仕組みとは別の支援者によって別枠でなされることが多いのでは

ないか。 外国人住民が増加し居住する地域が広がる中、包括ケ

アに「外国人」視点を入れて対応できる仕組みが必要となる。

⚫ 外国人住民の増加で外国人コミュニティ毎の活動が活発になっ

ている。 コミュニティ内の相互の助け合いとなるが、地域コミュニ

ティとのつながりがないと災害時などの共助が働かず、地域の分

断を招くことがある。

地域住民が共に多文化共生を学ぶ。
多文化共生：「国籍や民族などの 異なる人々
が、互いの文化的ちがいを認め合い、対等な関
係を築こうとしながら、地域社会の構成員とし
て共に生きていくこと」（総務省 2006年）

社会教育活動で多文化共生社会
を地域（住民」）と外国人住民が
共に創る。

多文化共創
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